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が父島へ帰ることを許可され、1946 年には 129 人が帰還した。なお、「欧米系島民」とい
う呼称が用いられるようになった経緯について、春日によれば、「アメリカ側の公式資料が





時には父島の人口が約 200 人になっていたことから、米国施政権下で約 60 人の子どもが生
まれたと推測する（Imai 2004：75）。本稿で対象とするのは、この米国施政権下で生まれ
育った Navy Generation と呼ばれる世代が受けた初等教育とその転換である。父島に設立


































帰還が難しく、初等教育の再開は 1973 年 9 月まで待たなければならなかった。
Ⅱ．米国施政権下での教育（1946 〜 1968 年）
1．ラドフォード学校開校まで












工と 1 ヶ月 5 人ずつの島民の労働によって建てられた。米海軍が島民に新学校名の応募を
呼びかけ、「当時学生だったエルシー・マユミ・セーボレーとその従姉妹のファニー・セー




同校は 6 歳で入学し当初は 7 年制だった。その後、1964 年には 8 年次、1965 年には 9 年










《1 〜 3 年生》主要科目　算数、Reading、Language、副科目　Spelling、Writing

























































船で三日かけて〔グアム島に〕着いて、Navy の軍人の家で、いきなり “I’m your sponsor.” と言われて
〔……〕月十五ドルの小遣いで、洗濯、掃除、全部やらされたよ……Slave だよ」（石原 2007：412）
同様に、山口遼子が当事者に対して行ったインタビューでも、スポンサーの下で労働は



















育に焦点を当てる。返還の約 2 年前に、ラドフォード学校の 8 年生と 9 年生に日本語の授










を受け持つまでの経緯を、筆者がインタビューした（2017 年 4 月 5 日、小笠原村父島にて）。


















カの人たち」（海軍関係者）には Bonin Islander と呼ばれていたように、厳密にはアメリカ
人とはみなされていなかったことがうかがえる。チャップマン・デビットによれば、米海























































































Ⅳ．返還後の教育（1968 〜 1972 年）





1968 年 6 月 26 日正午、米海軍司令部前で返還式典が行われ、午後 6 時からはラドフォー
ド学校玄関前にて小笠原村立小笠原小学校・中学校の開校式が行われた。児童 32 人（男





であるが、反応はない。みな無表情な顔でこちらを見つめている。“What did you call this school 






















（中学校）と変更されている（小笠原総合事務所他 1972：110）。子どもたちは、小 1 から


















グアムへの進学ができなくなったことを受け、返還翌年の 1969 年 4 月 24 日には、都立
小笠原高校が開校し、義務教育修了後も父島で進学できるようになった。開校当時、小笠
原高校の生徒のうち小笠原中学校卒業は 8 人、ラドフォード学校卒業は 5 人、ジョージワ









も引っ越してきた。このことにより、小笠原小中への転入生も増えていった。1972 年 9 月
には小笠原中新校舎が完成し移転。翌 1973 年 7 月には小笠原小新校舎も完成、移転した。
つまり、ラドフォード学校校地を引き継いでの初等教育は、返還 5 年間で幕を閉じた。父
島と東京を結ぶ船便も、1972 年 4 月には月 4 回の定期航路が始まり、子どもたちの環境も

















1968 285（145） 32 21 − − −
1969 408（252） 23 21 − − 23
1970 638（321） 47 22 − − 26
1971 867（443） 59 34 − − 27
1972 1014（530） 72 35 − − 26
小笠原村教育委員会（1986b）「小笠原諸島返還後の教育の概要」を基に作成。人口（世帯数）は 1968 年































1968年7月1日 1970年4月1日 1973年4月1日 1975年4月1日 1979年4月1日
在来島民 181人（41世帯） 172人（40世帯） 156人（41世帯） 157人（46世帯） 156人（57世帯）
帰島島民 6人（6世帯） 100人（82世帯） 488人（212世帯） 643人（261世帯） 640人（265世帯）
その他 98人（98世帯） 136人（130世帯） 370人（277世帯） 556人（405世帯） 752人（484世帯）










































笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律、1968 年 1 月施行）により、
東京都小笠原支庁長が村長職務執行者になり、村議会、教育委員会、選挙管理委員会も設
置されなかった。第 1 回の村長及び村議会議員選挙は 1979 年 4 月を待たなければならな
かった。
本稿では、本稿では返還前後の父島の初等教育に焦点を当て、「欧米系島民」の子どもた
















ではなかった。ただし Bonin Islander の中でも、アイデンティティは様々であり、小笠原
牧師のように「欧米系」のルーツを持ちながら内地で教育を受け「日本」への帰属感を
持って生きてきた人もいれば、戦前・戦時中の過酷な経験から返還反対運動に参加した
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